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［２］景気動向以上を前提にしてこの「第２
期」の景気動向')へと考察をすすめよう。そこで
①最初に「資本蓄積動向」をみておく必要がある
が，（a）その第１は「価格動向」だといってよい。
いま「在庫変動」に代表させて商品需給の輪郭を
辿ると，３０年代前半では連年おおむね｢マイナス」
１０～20億ドルという減少基調で推移したのに比べ
て，この30年代後半に入ると明らかに基調転化が
確認でき，３５年＝1.1→36年＝1.3→37年＝2.5と
動く（第１表)。その点で，「商品需給の改善＝在
庫投資増加」の裏側に「価格安定化」傾向を検出
可能だが，そこから生産改善の動きも発現してく
る。
その基調を前提にして（b）第２に「生産動向」
へすすむと一定の明瞭な上昇迎動が目に入ってこ
よう。すなわち，いま「国民総支出」（１０億ドル）
を利用してざっとその推移をフォローすれば，３５
年＝72.2→36年＝82.5→37年＝90.4という数値が
確認できる（第１表）から，３７年段階へ向けて上
昇を辿りつつ34年と比較して実に20億ドルの増加
を記録する。もっともこの数字は29年の103.1を
まだｌ訓方は下回っているからその生産拡大は依
然として微弱だとみる以外にはないが，それにし
ても，「ポンプの呼び水政策」を通した「雇用増
加→消費拡大」の効果が，それなりに生産拡大に
連結している事実は否定できまい。
そこでその点を「消費動向」からも補完してお
こう。例えば「個人消費」（億ドル）の数値を拾
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うと’55.7→61.9→66.5（第１表）となって消費
の緩やかな上昇傾向が見て取れる以上，この方向
からも，政府の「呼び水政策」を起点とした「雇
用増加→消費増加」が生産を支えた図式が確認可
能と判断してよい。しかし－すでに指摘した通
り－この図式に一定の「限界」があった点も軽
視されてはならず，この局面での「実IYilY余」に
注目すると，それは118（29年＝100）→119→１１７
という鯛碕された経路を進む２１他なかったから，
｢第２期」の「消費による生産刺激効果」はなお
小さい－と総括される以外にはない。
ついで第３に，このような条件の下での(c)｢投
資動向｣３１はどうか。最初に「民間国内投資」（億
ドル）を概観すれば180→240→299と経過するか
ら，一応順調な回復基調は否定しえまい。といっ
ても，大恐慌直前の29年＝404を基準にするとそ
の水準の低さが相変わらず目に付くが，「ポンプ
の呼び水」に支持された，３７年段階へ向けての投
資拡大がさし当たりは確認可能である。そのうえ
で，この投資拡大の内訳にまで立ち入ってその主
導力の検出を試みると，何よりも｢企業設備投資」
のウエイトが大きい｡例えばそれは115→158→188
という軌道上を助くのであって，「民間投資」の
もう１つの主要ファクターである「住宅建築」（４０
→51→56）の微弱性と比較すると，その主導性が
この「設備投資」にこそあった点はまず明瞭であ
ろう。まさに，この投資拡大がすでにみた生産拡
大を惹起させた－と把握してよいのであり，そ
の意味で，－「メカニズム的定着」の不徹底性
による「効果の一時性」という「限界」はあった
にしろ－政府主導の「ポンプの呼び水」作用を
起点にした．「雇用→消費→投資→生産」という
波及連関自体は決して否定できない。
それを前提にして②第３に「政府支出動向」は
どうか。そこでいま「政府購入」（億ドル）に代
表させて「政府支出」の動きを追うと270→318→
3084)という数値を刻む。したがって結局，以下の
ような図式を描き得る。つまり，大恐慌期に２百
億ドル前半レベルだったこの政府購入は，まず３０
年代前半の「個別的救済政策期」に２百億ドル後
半水準にまで増加した後，ついで30年代半ばから
の当面の「ポンプの呼び水政策期」に至ってつい
に３百億ドルの大台を凌駕した－と。まさに｢政
府支出」の拡大傾向である。こう整理してよけれ
ば，この「ポンプの呼び水政策」も－「個別的
救済政策」以上に－「政府支出」に依存してい
た点が一目瞭然といってよい。それは’３７年にお
ける政府支出の「一時的減少」によっても明瞭な
のであって，事実，政府支出によって辛うじて支
えられてきた景気は，政府支出縮小を契機にして
37年恐慌に直ちに突入していくのである。
そこで最後に，「第２期」の「景気動向」を③
｢37年恐慌｣動という側面から総合的に総括してお
きたい。周知の通り，アメリカ資本主義は1937年
初秋を画期として急激な景気の落ち込みに直面し
いわゆる「37年恐慌」を勃発させるが，ここでは，
いくつかの重要ポイントに絞ってこの恐慌に考察
を加えておこう。さて最初に（a）第１に，恐慌
勃発の「背景」としては「価格ブーム」の拡大．
進展が大きい。すでにフォローしたように，35-
36年にかけて「消費．生産．投資」の拡大が進む
とともに蹴気好転が発現しつつあったが，３６－３７
年に入ると，その基礎実体に以下の３要因が加重
されることによっていわゆる「価格ブーム」的様
相を呈し始めた。まず1つは，（イ）ヨーロッパ
の景気拡大および軍備拡大に起因した工業原料価
格と，３６年の旱魅による農産物価格との騰貴であ
って，この両者に先導された価格上昇がⅢ「在庫
頓み１Ｗし・投機」を招来させて過熱的「ブーム」
を発生させていく。次にもう１つは，（ロ）いわ
ば「意図せざる」巨額の財政スペンディングだと
いってよく，具体的には36年１月成立の「軍人恩
給の一括支給」の作用がこれに該当する。例えば，
その総額１７億ドルのうち実に14億ドルが年末まで
に現金化されて消費・投資に向かったとされるか
ら,それが「消費増大一価格上昇」を刺激したこ
とはいうまでもない。
そのうえで３つ目こそが（ハ）「金融的サポー
ト」であろう。つまり，３５年以降の企業収益改善
を反映ないし先取りした，「株価急上昇一キャピ
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め」が作動していく。すなわち，まず36年８月に
商業銀行の預金準備率が1.5倍に引き上げられた
が，それを噛矢として，翌年３月と５月に再度の
引き上げが実施されて当初の２倍になった。他
方，３６年12月からは金不胎化政策も強化された結
果，結局，商業銀行が抱えた「過剰準備」はこの
９か月の間に30億ドルから実に９億ドルへと激減
しⅢ一転して逆に準備不足に追い込まれた。そこ
から，－面では銀行貸出の抑制が余儀なくされた
他，他面では，３７年春以降に「証券相場下落＝長
期金利上昇」が発生したから，株式投機が中断さ
れるとともに「投機的在庫形成」の行き詰まりも
にわかに表面化した－と整理できる。
以上をふまえて最後に第３に，（c）この「37年
恐`慌」の「意義」を集約しておこう。そこでまず
(イ）その「勃発」を確認しておくと，３６年から
加速の度を強めた景気はまず37年夏には動揺を開
始し，ついで初秋をピークとしてそれ以後は急速
な恐慌現象を呈していく。まさに「37年恐慌の勃
発」であって，それ以降，３８年５月のボトムに至
るまでの９か月間に，工業生産・投資はほぼ三分
の二に縮小したと記録されている。ついで（ロ）
その｢特質｣にまで立ち入ると，何よりもその｢激
しさ」と「急テンポさ」とが印象的だといってよ
い。例えば工業生産は37年９月を頂点にして年末
までに30％減をみせたし，特に耐久財生産は，年
末までに40％減少したうえ翌年６月には53％にま
で収縮していく。さらに失業増も顕著であって，
この期間に５百万人も増加して１１００万人水準にま
で接近しているから，この「37年恐慌」の本格的
｢激烈性」はいわば一目瞭然だというべきであろ
う。
そこで（ハ）その「本質」はこう約言可能なよ
うに思われる。すなわち，この「ポンプの呼び水
政策期」には雇用創出を主テーマとした経済政策
が発動されたが，それを通して，大量失業が存在
する中で一定の賃金引き上げが可能となりつつ，
最終的には資本利潤率の削減に結果する以外にな
かった。まさにそれに条件づけられてこそ「資本
の過剰生産」が進行したと判断してよく､したが
ダル・ゲイン発生一資金増加」がまず重要だが，
それに加えて，-33年以降から持続する－公
定歩合・市中割引率など金融諸指標における「超
緩和」基調も極めて顕著といってよかった。以上
こうして，「実体・財政・金融」の３方向からし
て，「ブームの形成条件」が提供されたわけであ
る。
しかし次に（b）第２に，やがてブームの「阻
止要因」が出現してくる。この「ブーム抑制要因」
は３つに区分可能だが，まず１つ目は（イ）「財
政要因」に他ならない。すなわち，いくつかの方
向から「財政デフレ」型作用が働き始める点が焦
点をなすが，最も象徴的には｢軍人恩給一時支給」
の終了が取り分け大きい。こうして－面では経費
支出の抑制が発動されたが，さらにそれに加えて
租税面では増収基調が表面化してくる。その場合，
景気好転に起因した所得税収入の増大がまず当然
なうえに，社会保障制度成立に伴う｢社会保障税」
徴収と前年から継続された「留保利潤税」課税と
がそれに加重された。その結果｢政府支出の削減」
と「全面的な増収」とが同時に実現されたから１
連邦財政の急速な健全化によって，財政スペンデ
ィング効果は一挙に消滅したといってよい.
ついで２つ目に（ロ）「コストー利潤」要因が
指摘でき，３６年末-37年にかけて「期待利潤率引
き下げ→投資減退」の発生が進行する。まず37年
から「原料価格」騰貴が始まって原料コストの先
行き上昇が予想されたのに加えて，「賃金」も－
－ニューディール労働立法の下で，大量失業にも
かかわらずすでに29年水準を上回っていたが－
この間の景気好転によって急騰を示していた。し
たがって，「原料・賃金」という２つの資本コス
トが急上昇して資本利潤を圧迫しつつあったが，
さらにそれだけではなく，それに，３６年末以来の
ゼネラルモータース争議に代表される大型・労働
争議が加わって，資本の労務コスト増加と，企業
の「ビジネス・コンフィデンス」喪失とが明瞭に
発生したと考えられる。
しかしそれだけではない。これらの前提のうえ
にこそ，最後に３つ目として（ハ）「金融引き締
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ってそこから，生産・投資・消費などの経済指標
がようやく29年水準に回復しかけたばかりの時点
で，いち早く「37年恐慌」は勃発したのだ￣と。
［３］総括そうであれば残された作業は以下
のようになろう。つまり，この「ポンプの呼び水
政策期」の本質的特質を総括しつつ，ニューディ
ール政策全体の中に体系的に位置づけること－
これである。さて，先に概略的に指摘した通り，
この「ポンプの呼び水政策」は，健全財政には踊
跨せずに赤字公債に依存した赤字財政に立脚しつ
つ，国家みずからが経済過程に積極的に介入する
ことによって景気回復を指向するという概極政策
を意味しているが，その論理構造はおおむね以下
のように図式化可能である。すなわち，まず一方
で，赤字公俄に基づく政府事業へと過剰資本に岬
吟する資本を呼び込んで過剰資本の稼働化と利
潤．投資の誘発化がすすめられるとともに，他方
で，失業者への雇用機会を創出することによって
所得と消費の拡大が実現される－と。しかも，
一度始動したこのような生産・投資・利潤・雇用
の拡大は，いわゆる「乗数効果」を通した資本間
での相互波及効果に媒介されて，最終的には経済
全体の景気上昇を帰結させると期待された。
しかしこの期待は,以下の２つの原因によって
挫折する以外にはなかった。つまり，まず第１点
は「資本主義の内部構造」自体に関わる論点であ
って，この局面でのアメリカ資本主義がもはや十
分な「自律性＝自動回復力」を喪失していたこと
に起因して，期待された「乗数効果」も適切には
作動し得なかったと判断されてよい。ついで第２
点は，－以上の点を底流にしつつ-36-37年
における「一時的な｣投資・生産．消費拡大に｢幻
惑」されて，政府の財政・金融スペンディングが
実質的に削減された点に他ならない。こうしてこ
の２論点は，「｢政府」は「最初の」刺激だけを実
施し，それ『以降は」「資本」の「自発的投資行
動連関」に委ねる」という「ポンプの呼び水」型
ロジックによっては，もはや景気上昇が不可能な
こと－を，何よりも如実に物語ることになって
いよう。まさにその結果こそ「37年恐慌」以外で
はなかつたのであり，それをうけて，ニューディ
ール政策は２度目の転換を遂げる。「第３期＝補
整的財政政策期」へと転回していく。
Ⅲ補整的財政政策期
［１］政策体系さてこの第３フェーズは通常
｢補盤的財政政策期」（CompensatolyFiscalPolicy）
と呼ばれるいわば「第３期」をなす。そこで最初
は（１）この局面の「政策体系」を対象にするが，
初めに①その「一般的概観」が押さえられる必要
があろう。まず（a）第１にその「時期」が問題
だが，それは大きく把握して，先に考察した「３７
年恐慌」から第２次大戦期までを包括するとみて
よく，ヨリ広くその範囲を設定すれば39年以降の
｢軍事財政政策期」をも含めることが可能である。
その点で，この「第３期」の焦点は，ニューディ
ール政策の「軍事財政政策期」への移行必然性解
明にこそあるともいえよう。そのうえで（b）第
２にその「基本理念」にすすむと，すでに検討し
た「第２期」の反省に基づいて，単に景気回復の
｢初期的始､lノインパクト」を与えるだけには止ま
らず，国家が，資本の再生産過程において不足す
る有効需要を不断に補完する－という政策図式
が定着していく。換言すれば，「第２期」の「ポ
ンプの呼び水」型役割をさらに超え出て，国家が，
財政の中にビルトインされた恒常的なスペンデ
ィング政策によってその不足する有効需要を継続
的に発動していく－というものに他ならない。
それは具体的には，例えば失業対策費．公共事業
費・農業保護費・社会保障費などの経費項目が恒
常的に財政に組み込まれるという形で現実化する
のであるから，したがって要するに，「過剰資本
の処理一有効需要の人為的創出」を，国家が財政
政策を媒介として継続的・恒常的に展開する点に
こそ一策２期を超えた－この「補整的財.政政
策」の特質があると整理できよう。
そうであれば（c）第３に，この「補整的財政
政策」の代表的政策例検出についても，おおよそ
以下のような見通しが手に入るのではないか。つ
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極化に他ならない。
以上を前提にしてこそ，（ハ）「立法化」が実現
に至る。すなわち，彼は34年６月に「社会保障教
書」を議会に送るとともに「経済保障委員会」の
設置を実施してまず原案作成の舞台を整え，その
うえで35年１月に委員会から最終報告を得たので
あり，まさにそれをこそ「経済保障法案」として
議会に上程するに至ったといってよい。その後こ
の法案は，議会審査において様々な批判に直面す
るとともに多くの部分的修正は蒙ったものの，そ
の根幹を維持しつつ，名称も「社会保障法」と変
えながら35年８月に漸く成立に漕ぎ着けた。
そのうえで（b）第２にこの「社会保障法」の
｢内容展開」はどうか。そこでまず（イ）その「構
成」からみていくと，この「社会保障法」は全体
として合計11部71条からなる分厚い法律であるが，
それを大区分によって分類すれば，内容的には一
応以下の５範蠕に集約可能といってよい。すなわ
ち，（A）「失業保険」（B）「老齢年金」に）「公
的扶助」（D）「社会福祉事業」（E）「社会保障委
員会の設置」これであるが，大統領が盛り込も
うとした「健康保険制度」は，医師会など関係団
体の反対が強くて，結局，法案化は挫折した。
このような構成を念頭に置きつつ，（ロ）その
｢内容」に多少立ち入ってみよう。まずい）「失
業保険」だが，これは周知の「相殺課税方式」と
いう点に特徴がある。つまり，８人以上を雇用す
る雇用主に対して賃金支払額の－定率の保険料
(当初1％，のち３％まで漸増）を「賃金税」と
して課税し，それを連邦の「失業信託基金」に納
入するという仕組みに他ならない（ただし，州が
失業補償制度を有する場合には連邦税の90％まで
が納税を免除される)。その場合，この「賃金税」
としての保険料は36年初めから徴収が開始される
が，州の失業補償制度が全国化したのが37年６月
でありまたその支払開始は38年１月であったから，
その結果，－面では，当初は失業救済効果がない
まま財政的にはむしろ「揚げ超」＝デフレ効果を
生み出したとともに，他面では，そのスペンディ
ング作用が本格的に発揮されるのはやっと当面の
まり，この「第３期」において定着＝恒常化する
政策経費のうち,｢失業対策費｣･｢農業保護費｣･｢公
共事業費」についてはすでに「第１．２期」の中
でその基本的姿を表していたのに対して,この｢第
３期」に至って始めてその重要性を発揮する経費
こそもう１つの「社会保障費」に他ならない。こ
う考えれば，この局面で考察課題に選択されるべ
き代表的政策例としては，－社会保障費支出を
支える「制度的枠組み」を形成するものとしての
－，１つは，失業保険・老齢年金・公的扶助な
どを初めて法制化した「社会保障法」体系が，そ
してもう１つには，労働基本権の最終的確定を実
現したいわゆる「ワグナー法」体系が，明らかに
不可欠であろう。以下ではこの線に沿って「第２
期」政策体系の特質摘出を試みたい。
そこで最初は②「社会保障法」（SocialSecurity
Act，1935年)６１の展開である。まず第１に（a）そ
の「成立｣7)が注目されるが，とりあえず（イ）そ
の「背景」を確認しておくと，この「社会保障法」
にもいくつかの前史がすでに存在していた。その
ような「底流」が，危機の30年代に一定の法体系
として結実したと理解されるべきだが，まず１つ
目に「公的扶助」については，比較的以前からあ
った障害者扶助・母子扶助などを別にしても,｢老
人扶助」が，全米老人保障要求協会の運動などを
通して大恐慌期ころから数州ですでに立法化に辿
り着いていく。また２つ目として「失業保険」は，
全米労働立法協会の活動を歯車にして大恐慌前か
らやはり立法化が試みられるが，その時点では成
功せず，３２年にウィスコンシン州で初めて成立を
みる。こうしていくつかの前史がみて取れるが，
しかし－アメリカの伝統からの距離が大きくそ
の制度も理解されにくかったことに起因して－
社会的抵抗は極めて強かったから，事態の本格的
進展のためには，転換を目指した大きな転機が必
要であった。そこで（ロ）その「画期」だが，そ
れこそ，すでに何度も指摘した，「第１期＝個別
的救済政策」における「景気回復・失業削減」の
挫折・失敗と，それに裏付けられた，ローズヴェ
ルトの，いわば「左旋回」たる「政策姿勢」の積
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｢第３期」に入ってからだ－と位置づけ可能で
あろう。
ついで（B）「老齢年金」に移ると，以下のよ
うな「賦課一給付」のシステムの下に作動してい
く。すなわち，全体として「連邦直営」であるが，
まず「賦課」面では，支払賃金額に対して，保険
料が１～３％まで漸増する税率で，一方では雇用
主には「消費税」がまた被雇用者には「所得税」
が，双方が同額になるように36年末から課税され
た。次に「給付」面では，そのようにして徴収さ
れた保険料が連邦の「老齢準備勘定」に繰り込ま
れたうえで，そこから，６５歳以上の適格退職者に
対して42年以降，給付金が支払われ始めた。その
給付金額は，受給者のトータル納税額にほぼ段階
的に比例する水準で決定されたが，ここで軍要な
のは支給開始が42年へと大きくずれ込んだ点であ
って，この「老齢年金」に立脚したスベンディン
グ機能が「第３期」にまで持ち越されたこと－
が無視できない。
そのうえで（c）「公的扶助」へ進むと，従来
の伝統的な救貧政策について，州全域に関する強
制立法を要件にしつつ以下のような内容にまで到
達した。つまり，「老人扶助」-65歳以上の老
人に対して州が月最低３０ドルを給付した場合には，
給付額の半分に連邦補助を与える．「児童扶助｣－
－第１子に月１８ドル、第２子以下には月最低１２ド
ルを最低限としてその三分の一を補助する，「盲
人扶助」－最低基準を３０ドルに設定し，その半
額を連邦補助とする，と規定されている。最後に
(D)「社会福祉事業」だが，これには「母子健康・
肢体不自由児・児童福祉・リハビリ・公衆衛生」
などが包含されるが，州・地方が実施するこれら
の事業に対して連邦が補助するという点が，その
主眼といってよい。
概略として，「社会保障法」は以上のような内
容をもったが，（ハ）その後の「改正」について
も視野に入れておこう。すなわち，「37年恐`慌」に
直面して「保険金秘立ての『デフレ効果｣」が問
題視されたこともあって，主に「老齢年金」を中
心にして39年８月に改正が加えられる。いまざっ
とその「改正点」のみを指摘すれば，従来の「老
齢年金」に関して，「制度」－家族・遺族への
給付を加えて制度全体を「老齢・遺族保険制度」
へと拡充した点，「給付方式」－－平均的には増
額化を目指しつつ個々の給付額における格差縮小
を図った点，「税率」－保険料負担率の引き上
げを延期した点，「給付時期」－給付開始を繰
り上げて40年からにした点，などに他ならず，一
見して，「老齢年金」制度に立脚したスペンディ
ング機能の向上化指向が確認されてよい。その他
さらに「失業保険」や「公的扶助」にも変更が加
えられ，例えば，「失業保険対象範囲の変更・保
険料非課税範囲の拡大・公的扶助連邦補助率引き
上げ・社会事業支出の引き上げ」などが実現され
たが，ここからも１政府による，「スペンディン
グ機能拡充」の思惑は当然観取可能であろう。
以上を前提にして，最後に（c）第３として「社
会保障法」の「意義」が集約されねばならない。
そこでまず（イ）その「成果」を定めておきたい
が．それはとりあえず「量的側面」と「質的側面」
とから問題にし得る。最初に「定量的」に固めて
いけば，例えば連邦直営の「老齢年金」制度の対
象者が2600万人と見積もられて世界最大級の社会
保険制度となった点に象徴される如く，その規模
は全体として極めて大きかったと評価されてよい。
しかも，その点は連邦財政支出の面に直ちに反映
されていくのであって，いま連邦政府支出におけ
る「社会保障費」（千万ドル）の動向をチェック
していけば，大恐慌を経て30年代にはいっても３５
年まではゼロであったこの「社会保障費」は，以
後は36年＝３→37年＝１７→38年＝27→39年＝32→
40年＝36と顕著な増加に転じる（第４表)。まさ
にこの点で，まず「量的側面」からみて，「社会
保障法」成立のアメリカにおけるその画期性が明
瞭であろう。ついで「定性的」にはどうか。その
場合にも重要』性は小さくなく､以下の３点には特
に注意が必要だと思われる。すなわち，１つ目は
(A）まず何よりも「失業保険の負担者制度」に
関係するといってよい。周知の通り，この「失業
保険」システムには「被雇用者負担」がないのが
ニューディール政策の展開と景気変動過程（下） ７
特徴的であり，その方向から「所得確保一消費維
持」が目指されているが，まさにその意味で，こ
のような「アメリカ方式」の採用には－不況対
策上一大きな意義が検出可能であろう。次に２
つ目として（B）「失業保険の制度的体系性」が
指摘できるのであって，具体的には以下の仕組み
が評価できる。つまり，「直接の」＝「一線準備」
型・失業対策が「社会保障法」に規定されていな
いのは当然としても，いわば「二線準備」として
の「失業保険」制度が連邦・州方式に即して恒久
化された他，さらにその上に，「公的扶助」が「三
線準備」としてこれまた連邦・州方式の下に大幅
な拡充をみた－というシステムこれである。し
たがって３つ目に，（C）全体として次のように
｢総括」されてよいように思われる。すなわち，
以上のような体系的整備を通してこそ,戦後にも
ほぼそのまま継続されて「戦後福祉'五1家」の出発
点を形成する，アメリカ型「社会保障システムの
｢原型｣」が，まさにこの「社会保障法」体系の中
で確立をみたのだ－と。
それを前提にして次に（ロ）この「社会保障法」
の「限界」に目を転じよう。その場合，そのポイ
ントとしては，－「福祉国家と軍zli:体制化との
併存｣･｢社会保障と失業救済との制度的分離」な
どの「体制的限界」を別にすれば－さし当たり
以下の３論点が指摘可能だと思われる。すなわち，
(Ａ）「包括範囲」－健康保険llill度の脱落や農
業労働者の適用除外という制度自体の｢不完全性｣，
(B）「運用面」－給付と保険料徴収に関わる
｢健全財政主義的制約」とそれに規定された給付
水準の一般的低位性，に）「担当者」－（｢老
齢年金」を除き）迎邦直営ではなく州が直接的担
当者であることによる「州間格差」と「貧困州で
の悪条件」の残存，に他ならず，liHZA残された鏑
問題も決して小さいとはいえない。要するに「ア
メリカ型福祉国家」の限界とも考えられよう。
そうであれば，（ハ）「社会保障法」の「体系的
位置」にも一条の光が差し込んでくる。つまり，
すでに検討したＷＰＡとの相互関迎が焦点である
が，それは最終的に以下のような図式で整理され
てよい。つまり．まずい）第１論点として．「連
邦型社会保障政策と失業救済との分離」に立脚し
つつ－「願用不能者」に関わる－｢失業救済」
は州・地方に委任する，ついで（B）第２論点と
して，「雇用可能者」への雇用提供は連邦の責任
だとみてそれをＷＰＡによる連邦公共事業を通し
て実現を図る，まさにそのうえでこそ（C）第３
論点として，州・地方の失業救済事業と連邦の
ＷＰＡとに対して、－面で「社会保障法」条項の
基本理念を根拠にしてそれを財政的に「支持」す
るとともに，他面で「社会保障法」の「公的扶助」
規定を駆使してそこからの脱落・除外部分を「補
完」する－という構図これである。ここに「社
会保障法」の「体系的位置」が明瞭ではないか。
次に「補盤的財政政策期」の第２の「代表的政
策例」こそ③「ワグナー法」（全国労働関係法，
NationalLaborRelationsAct,1935年)薊に他ならな
い。最初に第１に（a）その「成立」が押さえら
れる必要があるが，まず（イ）その「背景」が問
題になろう。というのも，この「ワグナー法」の
場合にはその成立経緯が取り分け注目に値するか
らであって，その直接的前提にはいうまでもなく
｢NⅡＲＡの失効」があった。周知の通り，３４年以
降になると資本側からのＮＩＲＡ体制攻撃が強まり
その失効を目指す運動が開始されるが，そのよう
な情勢の渦中で，ＮＩＲＡは，３５年５月にシェヒタ
ー社の違憲訴訟に対する連邦最高裁判決によって
最終的に合衆国憲法違反とされた。こうして
NIRAは失効を余儀なくされるが，しかし，この
事態がかえって新たなヨリ効果的な労働立法成立
への好機になっていく。すなわち，先にフォロー
したように，ＮＩＲＡ第７条（a）項が労働基本権
付与という点で画期的であったことに多言は要し
ないとはいえ，しかし，「団体交渉の奨励」とい
う政策意図がそこに十分反映されていないという
制約もまた免れ得なかった。まさにそれが故に，
かえって争議が拡大しつつ混乱を深めたとさえい
える程であったから，この「NIRAの失効」が，
－NIRA体制の挫折の上で－ローズヴェルト
政権にとっては，もう一歩前進した．新しい労資
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関係法制定のチャンスとして受け止められたのも
当然だったと理解されてよい。
ついで（ロ）その「位置づけ」を検証すると，
それは何よりもニューディール体制の理念的根幹
たる位置を構成すると判断できる。つまり．政権
は翌36年に大統領選挙を控えており，したがって，
これまでのニューディール政策展開によって獲得
した都市労働者と自営農民の支持を－１W強固にす
る必要に迫られていたのであって，まさにその戦
略の中心にこそ新たな労資関係法設定を置こうと
考えたのであろう。換言すれば，いわゆる「ロー
ズヴェルト連合」によって大統領選を闘うために
は「改革路線」の徹底化が不可欠だったのであり，
まさにそのような位置づけの下でこそ，アメリカ
労働立法史上最も画期的といわれるこの「ワグナ
ー法」が立法化されていくのである。
こうして（ハ）その「立法化」に到達する。さ
て，３５年２月にワグナーはコナリー下院議員とと
もに法案を議会に提出する。その際の賛否状況は
といえば，まず，財界・新聞界はもちろん反対な
うえに共産党もそれが資本家の政策だとして反対
に回った一方で，ＡＦＬは組織的にいうまでもな
く強く支持したし，大統領も５月下旬にようやく
支持の表明に至った。その場合，先に関説した如
く，実はＮＩＲＡ最終判決が迫っており，事実数日
後に違憲判決が出るのであるが，大統領がその点
をも計算に入れて支持表明を発したことが興味深
く，まさに「NIRA違憲判決」がワグナー法成立
に幸いしたと考えてよい。こうして，法案は，そ
の基本的規定を維持したまま35年７月４日に「ワ
グナー法」として成立をみた。
以上をふまえて次に，（b）ワグナー法の「内容
展開」に視点を転回させよう。そこでまず（イ）
その「基本理念」を確定しておきたいが，それは
何よりも，３４年秋に策定されたいわば「ワグナー
原案」の中に色濃く反映されているように思われ
る。つまり，第１に「政策目標」としては，「労
使紛争の解消」と，雇用者側の組織化と同等な資
格をもつ，被雇用者側の団結を通じた賃上げによ
る「購買力の上昇」とが明示されつつ，それによ
って経済の回復が目指された（｢|勝買力説」的景
気判断)。次に第２に｢労資関係｣に関しては,｢団
結権・争議権」の保障（｢団結権・争議権」の法
認）を確認したうえで，「被雇用者」の範嬬に当
該企業・非従事者や不当労働行為による解雇者を
含めることによって，労働組合は「外部組合」と
しても許可された（｢外部組合」の承認)。さらに
第３として「不当労働行為」は禁止されたが，そ
の内容の詳細な規定はなく政策的運営に委ねられ
る余地を残すことになった（｢不当労働行為」の
基本的禁止)。最後に第４が「監視機関」に関わ
り，「全国労働関係委員会」（NationaILaborRe]a‐
tionsBoajd,NLRB）が大統領任命の３名の中立委
員からなる独立機関として設置され，各種の裁定
に関した大幅な裁量権と，規Hll・規定の発布権や
査問立人審査権といった強制力を付与された（強
制力を保有した監視機関)。まさに以上の諸点の
中にワグナー法の「基本理念」が確認可能であろ
う。
そのうえで（ロ）ワグナー法の「特質」は具体
的にどのように整理できるだろうか。いまその法
律的骨子を簡約に列挙すれば以下のようになろう。
すなわち，（A）「事実認識」－資本による組合
否認と団交拒否が労資対立を激化させてそれが経
済を阻害していること，（B）「立法目的」－労
働者の団結権と団体交渉権の保障を目的としつつ
労働基本権を総則的に法認すること，（c）「担保
条件」－それを可能にするために「不当労働行
為制度」（unfklirlaborprac[ices）と「交渉単位・
交渉代表制度」とを導入したこと，（、）「監視制
度」一両制度を実効あらしめるために「全国労
働関係委員会」（NLRB）を設置したこと，これ
ら４点に他ならない。一見して，その周到かつ繊
密な法構成が一目瞭然ではないか。
最後に（ハ）ワグナー法の「全体的性格」がこ
こから見えてこよう。つまり，いま確認できた通
り，「事実認識」から「監視機関」に至るまで,
このワグナー法はかなり体系的な内容構成を兼ね
備えていると判断されてよい。その点で，何度か
の「挫折」を経過しつつ，しかも種々の多面的利
ニューディール政策の展開と景凱変動過程（下） ９
害をかいくぐって策定・成立した法律だけに，そ
の苦慮の形跡が明らかであると同時に，一定の強
靭な論理構成が非常に特徴的だといえる。こうし
て，このワグナー法は，以前に考察したＮＩＲＡ第
７条（a）項をさらに拡充・発展させながら，こ
れ以後，アメリカ労働運動の展開に対して極めて
大きなインパクトを与えていくのである。
以上を前提にしつつ，最後に（c）第３に「ワ
グナー法」の「意義」を取りまとめておきたい。
そこで最初は（イ）その「成果」であるが，それ
はいうまでもなく労働組合の伸張となって現れて
くる。いまその点をさし当たり２つの側面から検
証したいが，まず第１点は｢組合拡大の全体推移」
であって，その動向は以下のような数値を刻む。
すなわち，３０年＝組合員数316万人,組織率10.7％
→33年＝280万人,11.8％→36年＝393万人,13.5％
→39年＝634万人，21.8％となるから，組合員数
で33年に一旦縮小をみた後は，特に36年以降にか
けて「組合員数・組織率」とも顕著な拡張に転じ
ていることは明白であろう。その意味で，このワ
グナー法が，アメリカにおける労働組合組織化の
進展にとって決定的動因となった事実は一目瞭然
だと考えてよい。
そのうえで第２点は「組合路線上の特徴」に他
ならない。結論的にいえば，「産業別組織会議」
(CongressoflndustrialOrganaization-CIO）系の
伸張だといってよい。周知の通り，このＣＩＯは
－「産業別組織化」をスローガンにした－そ
もそもＡＦＬ内部のｌセクトとして出発した組織
だが，その後，「アメリカ労働総同盟」（American
FederationofLabor-AFL）からの除名・和解工
作の失敗を経て，３８年秋に至って，正式のナショ
ナル・センターたるＣＩＯを名乗り始めた。したが
って,組織化の進行がＡＦＬの後塵を拝したのは当
然だが,ワグナー法成立をも外在的契機にして,こ
の時期にＣＩＯのＡＦＬに対する急追が進んでいく
のである｡そこでその動向をざっとフォローすれ
ば9)｡まず一方でＡＦＬが.37年＝組合数100,組合員
数(千人)2861→38年＝102,3623→39年＝104,4006
と動くのに対して,他方のＣＩＯは，32,3718→
42,4038→45,4000という軌跡上を進行していく。
みられる通り，ＣＩＯは，組合数ではＡＦＬのまだ
半分以下に止まっているにもかかわらず組合員数
ではＡＦＬをすでに凌駕し始めているのであって，
CIO系の顕著な伸張が手に取るように分かる。い
ずれにしても要するに,ワグナー法成立が,ＡＦＬ・
ＣＩＯという２大潮流の対抗を呼び起こしつつ，ア
メリカ労働運動の巨大な成長を実現させた点は決
して否定し得まい。
ついで（ロ）その「帰結」としては何よりも「ワ
グナー法「合憲化｣」が大きい。以前にみたよう
にＮＩＲＡ第７条（a）項は連邦最高裁で違憲判決
を受け，それによってニューディール労資関係は
－１碩挫を免れなかったが，それをさらに越える条
項内容をもつこのワグナー法が今度は合憲の判決
を手にすることになる。その背景には，いま確認
した労働組合運動の進展や従来の蹴気政策の行き
詰まりなどの社会的条件が大きいだけではなく，
ヨリ具体的にいって，最高裁内部のイデオロギー
分布変化が無視できないと思われるが，そのよう
な環境の中でこそ，３７年４月12日に「ワグナー法
合懸判決」が出されたといってよい。
つまり，最高裁は．ワグナー法に関わる違憲訴
訟として提起されていた「ジョーンズ・ラフリン
事件」その他４件について．５対４あるいは全員
一致でＮＬＲＢ勝訴と判決し，内容的には，「ワグ
ナー法は雇用主の財産権を憲法のデュー・プロセ
ス規定に違反する形で侵害していないこと」を宣
言した。まさしくこれは司法サイドにおける大き
な路線変化であり，これによって，この後もニュ
ーディール立法が違憲と判断される危愼は極めて
小さくなったと考えられる。そしてこのワグナー
法・合懸判決を根拠にして，これ以降ＮＬＲＢの
権威が強化されたのは当然であって，その業務も
不当労働行為関係を中心に増大をみた。これに加
えて翌５月には「社会保障法」も合憲判決を得る
に至るから，ようやくここにおいて，ニューディ
ール労働法体系は一応その定着化を可能にしてい
く。要するにその意味で，「ワグナー法合憲化」は，
その「帰結」として，「現代的・ニューディール
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労働関係」の体系的確立という決定的重要性を担
っているのだ帥一と結論されてよい。
以上をふまえて最後に，（ハ）ワグナー法をそ
の「効果」という面から「総括」しておきたい。
その場合，まず第１にその「経済的効果」に着目
すると，大まかに考えてその｢貸金引き上げ効果」
が当然否定できない。いうまでもなく，－面では
賃金はその「組合化の進展程度」によって一般に
プラス型の規定作用を受けるし，他面では「組合
化→争議抑制」を通して賃金向上が想定可能だか
らであって，－たとえ他方に，ニューディール
の「左旋回」によるビジネス・コンフィデンスの
縮小というマイナス要因を含むとはしても－総
体的には大量失業者下での賃金引き上げに結果し
たのは明瞭といえよう。換言すれば，「組合化→
団交進展」が，失業をなお残した状況でも雇用者
賃金の上昇を可能にしたわけであり，このワグナ
ー法がそのための大きな基礎条件を構成したと考
えてよい。そしてこの「賃金引き上げ」は．－
かならずしも所期の効果を目論見どおりに発椰し
たとはもちろんいえないものの－「賃金上昇→
所得上昇→消費拡大→景気刺激」という．いわゆ
る「購買力説」型作用を一応は現実化していった
以上，それを通して，このワグナー法が，「ニュ
ーディール政策・第３期」＝「補整的財政政策」
の不可欠の一環として現実的に機能した点は，も
はや当然のことだというべきであろう。
ついでその「政治的効果」に目を移すと，そこ
からはやや「相反する二側面」が出現してくる。
つまり，まず1つ[1として「労働側勢力」の台頭
が文句なく明瞭であるが，その１つの端的な現象
こそいわゆる「ローズヴェルト迎合」の形成だと
判断してよい。周知のように，すでに確認した通
り．ワグナー法成立を画期にして労働運動の進展
が検出できるが，この労組勢力を重要な支持母体
にすることによってこそ，３６年の大統領選挙に際
していわゆる「ローズヴェルト迎合」の結成をみ
ている。そして．この「連合」がこの後もアメリ
カ資本主義の運営を継続的に担っていった点が明
白であるかぎり，ワグナー法体ilillが，「労働勢力
の台頭」を媒介項にしながら，「戦前・中・後」に
至るアメリカ資本主義の政治的中核を榊築したそ
の「政治的効果」が，十分に強調されるべきだと
思われる。
しかしそれだけではあり得ない。次に２つ目に．
このような「労働勢力台頭→ローズヴェルト連合
の一翼化」は，その政治力学上不可避的に，労働
者迎助の「体制内化」を惹起させていく。つまり，
労働者運動が，このようにして，政権の不可欠部
分としてエスタブリッシュ化しつつ大統領を支え
る一大圧力団体化してしまえば，それは，社会的
政治勢力として社会主義革命を指向する運動であ
ることを自ら否定＝放棄してしまうことに他なら
ないかぎり，労働者運動はその「体制内化」を明
確にされる以外にはない。こうして，この「労働
者運動の「体制内化｣」にこそ，その「政治的効
果」のもう１つの鍵がある。
要するに「光と影」の「２つの顔」に即して，
｢政治的効果」はその力能を発揮したのである。
［２］景気動向以上のような政策展開を前提
にしつつ，その上で進行したこの｢第３期｣＝｢補
整的財政政策期」の景気動向へとその分析メスを
ｌＩ１１し進めていこう。そこで①最初に「資本蓄積動
向」はどうだろうか。まず（a）その第１に「価
格助向」に着にＩしてみると，いま「在庫変動」（10
億ドル）に即した商品需給のデッサンからは，お
およそ以下のような数字が読み取れる｡つまり,３６
年＝1.3→37年＝2.5→38年＝-0.9→39年＝0.4→
40年＝2.2（第１表）という経過を示すから，３７
年恐慌での一時的悪化を除けば，ほぼ一貫した商
品需給の好転が確認でき．そこから商品価格の立
ち頑りが予想可能といってよい｡こうして,すで
に内容的にフォローしてきた「補整的財政政策」
の作用が，３８年以降における，この「在庫投資増
加→価格回復基調」という変化の中にまず検出で
きるように思われる。
ではこの「価格回復」は，（b）第２に「生産動
向」へどのように反映したのだろうか。まず「国
民総支出」（10億ドル）を取り上げて生産の一般
的推移を追うと，３７年＝90.4は37年恐慌のダメー
ニューディール政策の展開と景気変､１１過程（下） 1１
ジを受けて一旦は38年＝84.7と落ち込んだ後,｢補
整的財政政策」の始動とともに再び回復基調に乗
り。３９年＝90.5と上昇しつつ40年には99.7という
水準にまで到達している。ちなみに，大恐慌直前
のレベルが103.1であったことを考慮すれば，「補
整的財政政策」の本格化をみるこの30年代末には，
とうとう大恐慌直前期の生産水準にまで回復した
点が理解できよう。まさに「補整的」政策の「効
果浸透」が確認されてよい。
そのうえで，この生産上昇を支えたと思われる
｢消費」の動きに視点を移そう。いま，例えば｢個
人消費」（１０億ドル）に着目してその数値を拾う
と，３７年＝66.5→38年＝63.9→39年＝66.8→40年
＝70.8となる（第１表）から，確かに上昇基調自
体は否定できないもののその足どりは重い。その
点で，この「個人消費」を，上述の生産増加を支
持した主要要因と見倣すことは困難であり，した
がって生産拡大に作用した投資の重要性こそを予
測させるが，39-40年期における消費の伸びの顕
著性はそれでもやはり目立つ。とすれば，この｢消
費動向」方向からも「補整型政策」の役割が垣間
みられるとする以外にないが,その点は例えば｢実
質賃金」の軌跡からも裏付け可能だと思われ，こ
の「実質賃金指数」（29年＝100）は，３０年代全般
において概略１００～110レベルで終始してきたのに
対して，４０年に人って135へと大きく飛蹴を遂げ
ているのである。要するに，「補整的財政政策」が
｢賃金→消費→生産」という連関で景気回復に作
用した点一が検出可能と考えてよい。
そうであれば，一方のかなり大幅な生産拡大に
対して，他方で，個人消費がそれを支えきる程に
は伸張していないとすれば，結論的には「投資」
がある程度大きな拡張を示す以外にはあるまい。
そこで（c）焦点をなす「投資動向」へ進むと，
やはりかなり目立った伸びが目に飛び込んでくる。
その点をまず「民間投資」（１０億ドル）を素材に
してフォローすると，ざっとみて36年＝8.5→３７
年＝11.8→38年＝6.5→39年＝9.3→40年＝13.1
(第１表）という数値を刻む。みられる通り，「３７
年恐慌」の余波が残る38年を例外にしてほぼ－直
線の拡大傾向を記録しているだけでなく，４０年に
かけて格段の上昇テンポさえ実現している。事実
29年の数字が16.2であった点をもふまえると．ほ
ぼこの時期に，大恐慌前の投資水準をクリアした
と判断可能であって，この面でも「補整的政策」
の効果が一応検出されてよい。
そのうえで、この投資動向を特に「設備投資」
(百万ドル）に焦点を当て直して立ち入ってみよ
う。例えば「鉱工業企業の設備投資」推移を辿っ
ていくと，以下のような図式が手に入る。つま
り，３６年＝2276→37年＝3100→38年＝1704→39年
＝2164（第２表）という経過に他ならないが、こ
れまでで確認できた「投資拡大→生産増加」とい
う事実に照らし合わせると少なからず意外な感想
を抱かざるを得ない。というのも，この数値列を
みるかぎり，「投資・生産拡大」にもかかわらず
｢設備投資」動向は「停滞」と判断する以外にな
いからであって，当面の「補整的政策」が「設備
投資拡大」には接続していないという疑問点が現
出してくる。もっとも，２９年の設備投資額が3283
であってみれば，この30年代末の水準も決して低
いとはいえないという判断もあり得るが，この局
面での生産拡大規模と比較すると，やはり物足り
ない。その原因に関しては慎亜な配慮が不可欠だ
が，例えば，この「補整的財政政策」の特徴は，
何よりも「公共事業費・社会保障費・農業費・失
業救済費・恩給費・軍事費」などの「継続的かつ
総合的予算化＝支出化」を通して，政府が民間有
効需要の不足を「恒常的」に「補整＝補完」して
いくという点にこそあり，したがって，そのよう
な特徴をもつ「補整的財政政策」体系にあっては，
｢設備投資」が，他項目に抜きん出てその機能を
独自に発抑するということは本来あり得ない－
という説明系列は，少なくてもその原因解明の１
つにはなっていよう。まさに，「生産回復」は「設
備投資増」には裏付けられていないのであり，「補
整的」とは結局かかる在り方以外ではなかった。
次に，「補整的財政政策期」の「景気動向」に
対して無視し得ない作用を発揮した要因として，
②「貿易動向」をも視野に入れておきたい。そこ
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で最初に（a）第１に「一般的背景」にふれてお
くと，アメリカ輸出増大に寄与した要因としては
さし当たり「ヨーロッパ景気増進」と「ヨーロッ
パ軍備拡大」とが指摘可能であろう。まず前者に
関しては，独・英・仏における「金本位制停止お
よび為替切り下げ→景気拡張政策始動」によって
好景気への転換が発生し，それがアメリカからの
原材料輸入を膨らませた。その点で外国の好景気
に向けてアメリカからの「押出し輸出」が伸張し
たと判断してよいが，それだけではない。つまり，
この「ヨーロッパ好景気」を支持したその不可欠
の要因として実は後者の「ヨーロッパ軍備拡大」
が存在したのであって，これら両者は結び付いて
いる。事実，西ヨーロッパではⅢ３５年のドイツ｢再
軍備宣言｣，イタリアのエチオピア侵略，ついで
36年７月のスペイン内戦などによって国際緊張が
強まり，各国とも軍備拡大を急いだ。例えば，イ
ギリスでは37年２月に５ヶ年１５億ポンドの軍拡計
画が発表されていくが，このようなヨーロッパを
中心とした各国の軍拡が，特に軍用品そのものと
軍需生産用原料を太宗として－アメリカこそこ
の分野の主要輸出国であるかぎり－取り分け
｢アメリカ製品輸出」増大を惹起したのは自明で
あったろう。これらの事情がまず確認されてよい。
以上の「背景」を前提にしたうえで，次に（b）
第２は「アメリカ純輸出」（10億ドル）の数値を
具体的にフォローしていくことが必要である。そ
こで，いまその数字をざっと拾えば，例えば以下
のような軌跡が描かれる。すなわち，３５年＝0.1
→36年＝0.1→37年＝0.3→38年＝1.3→39年＝1.1
→40年＝1.7と動くのであるから（第１表)，単純
計算をすると，アメリカ貿易黒字は35年から40年
の５年間に実に17倍もの拡張を遂げたと考えてよ
い。例えば，この黒字額は30年代前半は概ね０．４
～0.6が通常であり，大恐慌直前の29年でもそれ
は1.1を記録している状況であったから，この３０
年代末における「純輸出の急増」にはやはり目を
見張らされよう。特にこの30年代末に限って「純
輸出」が取り分け注目される所以である。
そして，このような「純輸出増加」はいうまで
もなくアメリカ国内所得の「純増」を派生させて
いく。したがってそこから「有効需要拡大→景気
回復」という論理の展開も一応は予想可能なので
あって，そのような連関の下に，この純輸出ライ
ンが，「補整的財政政策」と歩調を合わせつつ－
－あるいはその「土台」および「一環」として－
－，３０年代末における景気好調の－重要要因とし
て機能していった点も決して軽視されてはなるま
い。
そのうえで最後に（c）第３としてこの「純輸
出」動向の「意義」を整理しておこう。それはさ
し当たり３点指摘できるように思われるが，まず
(イ）第１点はいまふれたポイントに他ならず，
この「純輸出増大」がアメリカ景気好調における
促進条件をなした側面である。そのロジックは概
略として説明した通りであるが！この「純輸出増
大」がある意味での「補整的効果」を発揮した点
こそが，「補整的財政政策期」においては重要だ
と考えられる。ついで（ロ）第２点は，その場合
に「アメリカ経済における貿易の位置」が興味深
い。周知の通り，アメリカ経済は，本来その「内
部完結性」が高くしたがってその「貿易依存度」
が低い点一に際立った特殊性が検出できるが，
この30年代末に至ってその傾向の変容が目立って
くる。すなわち，「不況深化・失業深刻」という
状況の中でⅢ景気回復手段の「総動員」体制に立
脚して，この「純輸出拡大」もが死活問題として
台頭せざるを得なくなったといえよう。まさに｢純
輸出増力Ⅱ」はその事情を端的に表現している。
そうであれば，（ハ）この「アメリカ純輸出増
加」という現象は，３０年代末の世界経済過程を何
よりも如実に指し示しているという以外にはない。
つまり，この時期以降，アメリカをも含めて各資
本主義国は，不況脱出を目指して，「為替切り下
げ競争→ダンピング指向→輸出拡大追求→ブロッ
ク形成→戦争準備」という「魔の連鎖」にのめり
込み始めていくのであり，その結果その先に，３９
年勃発の第２次世界大戦が待ち柵えていたのはい
うまでもなく周知のことであろう。要するに，こ
の30年代末「アメリカ純輸出増大」は，「第２次
ニューデイール政策の展開と景気変動過程（下） 1３
大戦への道」を示唆しながら，そのような世界経
済解体プロセスの，まさにその「縮図」となって
いる点一がくれぐれも軽視されてはならないよ
うに思われる。
最後に③「政府支出動向」にも注目しておかな
ければならない。そこで（a）まず第１に「政府
購入」（１０億ドル）に焦点を集めてその全体的経
過を追うと，３７年＝11.9は38年を画期にして大幅
な(''1びに移行し，その後も38年＝13.0→39年＝
13.3と増加しながら40年には14.0の大台に乗って
いる（第１表)。その点で39-40年にかけての伸
張が明瞭であって．この「政府購入」の方向から
も「補整的財政政策」展開の実相が窺えると判断
してよい。ちなみに，大恐慌直前の29年は8.5で
あったことを踏まえると新局面の発現が確認可能
だと考えられるのであり，まさにそれこそ，「補
整的政策」本格化の集約的表現を意味している。
そのうえで（b）第２に，「政府支出」のこのよ
うな全般的増大を前提にしつつ，次に「連邦政府
支出」（千万ドル）のやや具体的な内訳にまで立
ち入ってみよう。いま，特に景気対応型経費に重
点を置いて，「38年．３９年.４０年」３年間の推移
を追えば以下のような図式が手に入る（第４表)。
すなわち，「救済支出」＝187→260→191,「社会
保障費」＝27→32→36,「公共事業費」＝78→９９
→95,「農業支出」＝86→124→１５７，「国防費」＝
103→116→156,という構造であって，ここから
は基本的に次の３点が読み取られてよい。つまり，
(イ）「救済支出の「非重点化ｕ－スペンディ
ング政策の本格化とともに「救済支出」の重要性
は低下傾向にあること，（ロ）「農業支出および軍
事費の重要化」－「補整的財政政策」の中心Ililll
として「農業支出・軍事費」の「重点化」が進む
こと，（ハ）「景気対応型経費の『総合的定着化j」
－「救済支出・公共事業費」をも含めた，「複
数経費」による「総合的・総動員型」スペンディ
ング政策体系が本格化したこと．これである。後
との関連では，「軍事費」の。「絶対額・構成比・
伸び率」に亙る膨張基調の，その出発点がここで
確認されるべきだともいえるが，しかし，当面の
｢補整的政策」たるこの時期としては，まず何よ
りも,｢複数の景気対策経費を駆使した，総合的・
継続的なスペンディング機能の全開」－こそを
強く重視しておきたい。
以上をうけて（c）最後に第３として，この「政
府支出」の「意義」はどのように整理できるだろ
うか。このように焦点を定めれば,ついにこの｢３７
年恐慌」脱出の局面に至って，政府が自らを「ス
ベンディングの恒常的主体」として鮮Iﾘ}に位置づ
けた点こそが決定的だと思われる。つまり具体的
には，３８年４月の「大統領教書」において「財政
的スペンディング再開」が告知されて大規模な失
業救済・公共事業計画が打ち出されたといってよ
く，まさにそれを根拠にして，同年７月以降の会
fiI･年度には，大幅な政府資金の「対民間払超」が
再び継続されていくことになった。そのように考
えれば，この局面で現出した「政府支出増大」は，
単に数字的な新展開を表現しているのみならず,
その背後に,｢有効需要形成の｢最終的責任主体｣」
として自らを位置づけるという，「政府姿勢」の
いわば「最終的転換」をも潜ませていたわけであ
り，その「意義」は極めて大きいと思わざるを得
ない。しかもそれが「戦争開始」と絡まっていた
分だけ，その深刻性も深かった。
［３］総括ここまでの検討を下敷きにして，
最後に，この「第３期」＝「補整的財政政策期」
をニューディール政策全体の中に体系的に位置づ
けてみたい。さてすでに確認したように｢第２期」
＝「ポンプの呼び水政策期」にあっては，国家が．
禁気回復のための初期的始動インパクトを付与す
るという点にその主要課題が設定されていた。し
かし，３６年からの景気の一定の立ち直りを契機に
した財政・金融面での引き締めに直面して，景気
助向は再び激しい反落を遂げ。直ちに｢37年恐慌」
勃発を余儀なくされた。このような局面を前提に
して，３７年以降のこの「第３期」＝「補整的財政
政策期」に入ると，国家は，景気上昇の，最初の
｢一時的」インパクト提供者に止まることはでき
ず，資本の再生産過程の中で不足する有効需要を，
財政にビルトインされたスペンディング政策を
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つは「政治的側面」であって，種々の階級・階層
の利害が複雑に錯綜するこの｢不況下一大戦前夜」
という特殊状況の中で，それに妨げられずに「全
国民」の名において巨額の財政支出を継続するた
めには，何よりもこの「国防費＝軍事費」が最大
の適合性をもつといってよい。換言すれば，「危
機における「体制統合j」を視野に入れた「軍事
費のナショナリズム型」イデオロギー作用の表出
であり，その絶大性が注目に値しよう。
そしてもう1つこそ「経済的側面」に他ならず，
軍事はある意味で物理的破壊そのものに目的があ
り，しかもその結果として新しい生産力を全く形
成しないから，－直面する不況が，需要を超過
した供給に制約された「資本過剰」にその原因が
ある以上一財政資金を軍事発注に集中的に支出
するというこの「軍事財政」こそが，「過剰資本
の解消＝景気回復」にとって最も「効率的」であ
ることは「論理的」に当然だからである。要する
に，社会的に最も「不生産的」であると同時に重
化学工業・大資本と密接な連関を有する，この軍
需産業に財政支出を集中させることこそ，「資本
過剰軽減＝再生産円滑化」の最大の近道だ－と
判断されたのであろう。まさに，「スペンディン
グ効果」のもつ「魔力」が，「資本の論理」を通
じて貫徹された結果だという以外にない。
そのうえで次に，②この「軍事財政」（第７表）
の「実態」が何よりも景気動向との関連で検出さ
れねばならない。そこで（a）まず第１に「政府
支出」（百万ドル）動向から入っていくと，例え
ば（イ）「経費総額」は以下のような動きを示す。
つまり，３７年＝8,105（指数203,30年＝100）→４０
年＝13,387（335）→42年＝79,622（1,991）→４５
年＝60,703（1,520）となるから，その膨張度の
すさまじさには言葉を失う。戦争終了の45年に
は，３７年の7.5倍そして30年の実に15倍へと急拡
張しているのであって，戦時体制の進展が経費膨
張を惹起せしめている状況が一般的にみてまず明
白である。しかも無視できないのは，このような
経費膨張は当然のこととして（ロ）「財政赤字」を
随伴させている点であって，いまその「赤字額」
通して不断に発動していく－という任務を果た
さざるを得なくなる。そしてそれは具体的には，
｢失業救済費・公共事業費・農業費・社会保障
費・軍事費」などの経費項目が恒常的に財政に組
み込まれるという形態で現実化していったが，ま
さにこのような，「複数項目」による「総合的・
連関的｣なスペンディング体系の－｢一時的･『呼
び水的｣」ではなく「恒常的・連続的」な－展
開にこそ，この「補整的財政政策」機能の主眼が
あったと整理できよう。要するにこの「補整的財
政政策期」に至って，「過剰資本処理＝有効需要
の人為的創出」を，国家が財政政策を媒介にして
継続的に実行するという，不況脱出を目指した，
国家の「経済活動への恒常的介入」が本格的に定
着したと意義づけられてよい。
しかし，そこから新たな問題群が派生してくる。
というのも，「複数項目」型スペンディングのこ
のような総合的推進にこそ「補整的機能」の特性
があったにしても，現実過程の進行は，「複数項
目」のうち特に「軍事費」の突出を帰結させ，そ
の点でいわゆる「軍事財政期」への連関を必然化
させたから－に他ならない。こうして，「補整
的財政政策期」は，－もちろん第２次大戦勃発
を条件にしてだが－その胎内から，３９年以降に，
｢軍事財政」を「自ら」必然化させたとも言い得
る。つづめて言えば，「補整的」政策はまさに「ス
ベンディングの「魔力｣」に導かれて「第４期＝
軍事財政期」へと向かう。
おわりに－「軍事財政政策期」への接続
最後に，「第４期」＝「軍事財政政策」の基本
的輪郭を提示して本稿の「全体的総括」を試みた
い。そこで，この「軍事財政政策」の深化を，さ
し当たり以下の３論点に即して検討していくが，
①まず第１論点は「軍事財政化のロジック」であ
る。いま指摘したように，「補整的財.政政策」は，
結局「軍事財政」の中でこそその最も適合的な効
果を発揮することとなったが，その「ロジック」
としては以下の２つが重要だと思われる。まず１
ニューデイール政策の展開と景気変動過程（下） 1５
の数値を拾っていくと肝例えば2,812→6,160→
57,420→20,676と進行していく。つまり，特に４２
年以降の本格的戦時期には，莫大な財政赤字を積
み重ねつつ財政支出膨張が実行されていったので
あり，それが最終的に，政府による有効需要の人
為的創出に連動したのは当然であった。しかし他
面，この財政赤字が（ハ）「公債累積」を帰結さ
せたのも自明であって,この間の「年度末公債残
高」の増大（億ドル，364→429→724→1,366）も
いうまでもなく著しい。こうして，「公債→財政
赤字→経費」という有機的連関がよく分かろう。
ついで（b）第２に「軍事費」（百万ドル）の動
向はどうか。かならずしも満足のいく数字ではな
いが，ざっとした基調だけを追えば,３７年＝1,185
(対経費総額構成比14％）→42年＝70,267（88％）
→45年＝45,134（75％）という図式が浮上する。
一見して，戦争遂行のピーク点を形成する42年段
階では37年の実に70倍となり，しかも経費全体の
90％にも迫る。まさに，「軍事財政政策期」と命
名する以外にない，極めて特異な局面というべき
であろう。
そのうえで最後に（c）第３として，「軍事財政
政策期」における，以上のような「軍事費中軸の
財政支出増大」は景気動向に対していかなる作用
を及ぼしたか'0)－が興味深い。
そこで最初に（イ）「国民総生産」（１０億ドル）
の変化を確認すると，３９年＝90.5（指数103,29年
＝100)→41年＝124.5(130)→43年＝191.6(166）
→45年＝211.9（174）という軌跡が描かれる。み
られる通り，本格的戦時期に到達した41年以降の
経済拡大が一目瞭然というべきであって，この時
点で大恐慌直前のレベルがようやくクリアされて
いく。この意味で「軍事財政政策」の景気回復効
果がまず明瞭に検出可能だが，その点は続いて
(ロ）「失業動向」にも端的に反映している。つま
り，当該年度の「失業者数」（百万人）は9.5（失
業率17.2％）→5.6（9.9％）→１．１（1.9％）→１．０
(1.9％）と推移するから，見事な縮小軌道を走り
続けるという以外にない。まさに，「軍事財政政
策」が「不況脱出＝雇用増加」を実現することに
よって，長年の課題である「失業改善」が帰結し
たと判断できるのではないか。
こう考えれば最後に（ハ）この「軍事財政政策
期」の「結論」はこう導出されよう。すなわち，
アメリカ資本主義は，この「軍事財政政策期」を
迎えて始めて不況脱出に成功したのであり，その
意味で「ニューディール」の目的をようやく達成
するのであるが，しかし，その時はすでに第２次
世界大戦という暗黒の渦の中以外ではなかったの
だ－と。
以上をふまえつつ,③「ニューディール政策」
の，「景気変動過程」に対する「総合的評価」に
一言して本稿を結びたい。その場合，この｢評価」
が何よりも「景気回復効果」論点に関わるのは当
然だが，繰り返しみてきた通り，アメリカの景気
動向は概略的に要約すると以下のように図式化で
きた。すなわち，ニューディール政策展開の中で
も，「第１．２期」ではほとんど景気回復は検出
できなく，「第３期＝補整的財政政策期」に至っ
てようやく一定の回復基調を示した後，それに継
続する「第４期＝軍事財政政策期」において始め
てヨリ本格的な景気上昇に転じたと。したがって，
このような軌跡を前提として「景気回復効果」を
判定しようとする場合，その判定ポイントは，結
局「｢軍事財政政策」と「補整的財政政策」との
関係」理解に帰着せざるを得ない。
つまり，１つとして，「前者」は「後者」の延
長線上にその当然の帰結として位置づけられる－
－という理解に立てば，「軍事財政」もニューデ
ィール政策の「｢正常な」ｌ過程」とみなせる以
上，アメリカ景気はニューディール政策によって
回復・上昇を実現したこととなり，それ故に，ニ
ューディール政策は「景気回復効果」を有した－
－と判断できる。しかしもう１つとして，そうで
はなく，「前者」は特殊具体的な政治・外交状況
＝「戦争状況」によってもたらされた「｢異常な』
ｌ過程」であり，したがって「後者」からは質的
に区別される－と理解されるならば，「軍事財
政」はニューディール政策の「外部」に設定され
る他ないかぎり，ニューディール政策は景気回
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田「現代のアメリカ経済」（東洋経済新報社，１９８８
年）９頁・第１－１表から摘出した。アメリカ経
済における戦前期と戦後期とを接続して理解し得
る貴重な図表といってよい。
復・上昇を実現できなかったことになるから，い
うまでもなくニューディール政策は「景気回復効
果」を持たなかった－と判断する以外にない。
要するに，以上のような２種類の判断が提出し得
る。こうして，「ニューディール政策とアメリカ
景気変動過程」の関係理解に関しては，「補整的
政策一軍事財政」の関連認識を土台として，何よ
りもこのような二様の「判定」が生じうる点が明
らかになった。しかしその点を納得したうえで，
ヨリ積極的な判断提起を最後に試みれば，結局こ
う集約できよう。すなわち，「スペンディング政
策の「魔力｣」を軸点とする，「『補整的政策」か
ら「軍事財政」への「必然的接続』」理解を根拠
にすれば，「前者の判定」こそがヨリ正解に近い
－と結論可能なように考えられる。
第７表1930～45年における経愛の動向
（アメリカ)(百万ドル）
８３９
７９９
７０６
926
1185
7
70.267
45.134
3.994
（100）
5,143
（129）
70105
（178）
7,376
（185）
8,105
（203）
13,387
（335）
79,622
(1991）
60,703
(1520）
JlljJJjl (1,277）4,0023,6572846？７７
(資料）武、,遠藤,大内「近代財政の理蹟」（時潮社，1955年）127頁。注
ｌ）景気変動の概略については，前掲，戸原「恐慌
論｣，前掲，侘美「世界大恐慌｣，などがある程度
参考になろう。
２）実質賃金動向の数値は，前掲，東大社研編『ナ
チス経済とニューディール』296頁・第３表に依っ
た。
３）前掲Ⅲ戸原「恐慌論」340頁・第７－５表をみよ。
４）具体的数値は，前掲，戸原「恐慌論ｊ340頁・第
７－５表を参照のこと。
５）この「37年恐慌」の原因・展開・意義に関して
詳しくは，前掲，戸原「恐慌論』342-346頁，前
掲，東大社研編｢ナチス経済とニューディール｣292
-294頁，などを参照のこと。本稿もその体系的か
つ的確な整理に立脚した。
６）この「社会保障法」の背景・成立・本質につい
て最も体系的な分析に成功しているのは．前掲，
紀平英作「ニューディール政治秩序の成立過程の
研究」である。さらに前掲，東大社研編「ナチス
経済とニューディール」もみよ。
７）「社会保障法」の具体的展開の詳細は。前掲，東
大社研編『ナチス経済とニューディール」332-340
頁を参照。
８）ワグナー法の体系的構成に関しては，前掲，紀
平「ニューディール政治秩序ｊの他，戸塚・徳永
編「現代労働問題」（有斐閣，1977年）180-183頁，
前掲，東大社研編「ナチス経済とニューディール」
351-359頁，を参照せよ。
９）以下の数値については，前掲，戸塚・徳永編「現
代労働問題」183頁・表２－１４に依った。
10）以下の具体的数字は，石崎・佐々木・鈴木・巻
